
令和５年度

江　差　町　水　道　事　業　会　計　予　算

北 海 道 江 差 町



議案第15号

　　　令和５年度江差町水道事業会計予算
（総則）
第１条　令和５年度江差町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。
（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。
　(1) 給水戸数
　(2) 給水人口
　(3) 年間配水量
　(4) １日平均配水量
　(5) 主な建設改良事業　　配水管整備事業ほか
（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　入
　第１款　水道事業収益
　　第１項　営業収益
　　第２項　営業外収益
　　第３項　特別利益
　　　支　出
　第１款　水道事業費用
　　第１項　営業費用
　　第２項　営業外費用
　　第３項　特別損失
（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額304,374千円は、
　過年度損益勘定留保資金274,890千円、当年度損益勘定留保資金29,484千円で補填するものとする）
　　　収　入
　第１款　資本的収入
　　第１項　企業債
　　第２項　工事負担金
　　第３項　補助金
　　第４項　固定資産売却代金
　　　支　出
　第１款　資本的支出
　　第１項　建設改良費
　　第２項　企業債償還金

95,601 千円
293,611 千円

389,212 千円

9,037 千円
0 千円

84,838 千円
75,800 千円

1 千円

299,324 千円
41,767 千円

1 千円

209,975 千円
1 千円

341,092 千円

千円

6,950 人

484,935 千円
274,959 千円

85,008

3,725 戸

900,000 ㎥
2,466 ㎥
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（債務負担行為）
第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「債務負担行為に関する調書」記載のとおりと定める。
（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
　(1) 営業費用及び営業外費用の間の流用
　(2) 建設改良費及び企業債償還金の間の流用
（一時借入金）
第８条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額
　に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。
　(1) 職員給与費
　(2) 会計年度任用職員分
　(3) 交際費
（他会計からの補助金）
第１０条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、181,792千円である。
（たな卸資産購入限度額）
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、500千円と定める。
（重要な資産の取得及び処分）
第１２条　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

１　取得する資産

　　令和５年３月８日提出
江差町長　　照　井　誉之介

（単位：千円）

種類 名称 数量

起債の方法

証書借入

30 千円

償還の方法

借入先の貸付条件による。
ただし、財政上の都合により償還年
限を短縮し、もしくは繰上償還また
は低利債に借り換えることができ
る。

起債の目的

配水施設改良事業

限度額

75,800

機械及び装置 量水器 643個

2,992 千円
15,208 千円

利率

5.0％以内
（ただし、利率見直し方式で借
り入れる資金について、利率の
見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率）
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令和５年度

江　差　町　水　道　事　業　会　計

予　算　に　関　す　る　説　明　書



(収益的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額（税込） 説明

 1.水道事業収益 484,935

 1.営業収益 274,959

 1.給水収益 274,909

 1.水道使用料 274,908

 2.量水器使用料 1

 2.その他営業収益 50

 1.手数料 50 設計審査、竣工検査手数料

 2.営業外収益 209,975

 1.受取利息及び配当
   金

1

 1.受取利息及び配当金 1

 2.他会計補助金 181,792

 1.高料金負担金 180,490

 2.下水道負担金 1,302

 3.加入金 550

 1.加入金 550

 4.長期前受金戻入 27,577

 1.長期前受金戻入 27,577

 5.雑収益 55

令和５年度 江差町水道事業会計予算実施計画
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(収益的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.その他雑収益 55

 3.特別利益 1

 1.特別利益 1

 1.その他特別利益 1

(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.水道事業費用 341,092

 1.営業費用 299,324

 1.原水及び浄水費 77,740

 1.燃料費 378 砂川浄水場・田沢野自家発電

 2.備消耗品費 1,245 各施設共通消耗品

 3.光熱水費 1,716 各施設電気料

 4.通信運搬費 1,489 計装回線

 5.薬品費 3,858 凝集処理、水質検査用

 6.手数料 100 浄化槽法定点検

 7.委託料 35,164 水道施設管理委託・水質検査・校正試験・電気
工作物点検ほか

 8.賃借料 3
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 9.動力費 13,860 砂川浄水場・高低区・ポンプ場・配水
池

10.修繕費 11,077 電動弁点検整備・機械点検整備・薬品
注入設備点検整備ほか

11.負担金 8,850 上ノ国ダム負担金（管理・ダム堰提改
良事業）

 2.配水及び給水費 30,077

 1.給料 4,212 １名

 2.手当 2,415

 3.法定福利費 2,021

 4.旅費 157 技術研修・水道行政担当者会議　ほか

 5.燃料費 132 公用車燃料

 6.備消耗品費 134 一般消耗品

 7.手数料 5 検便検査

 8.委託料 7,050 漏水調査・配水池ロボット調査清掃
ほか

 9.賃借料 917 配水池土地賃借料
貨物軽自動車リース

10.材料費 550 配管補修材料

11.修繕費 5,808 漏水修理・維持管理修繕

12.工事請負費 5,995 水道メータ取替工事

13.賞与引当金繰入額 681
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 3.総係費 18,191

 1.給料 4,358 事務職員 1名、会計任用職員 1名

 2.手当 2,092

 3.法定福利費 1,964

 4.旅費 66 水道支部総会・職員研修　ほか

 5.交際費 30

 6.備消耗品費 818 納入通知書　ほか

 7.通信運搬費 887 郵送料　ほか

 8.手数料 1,678 口座振替料　ほか

 9.保険料 806 建物損害共済　ほか

10.委託料 2,158 水道料金・会計システム保守点検
集金委託　ほか

11.賃借料 2,772 水道料金・会計システム更新

12.会費負担金 104 日本水道協会　ほか

13.賞与引当金繰入額 458 事務職員 1名、会計任用職員 1名

 4.減価償却費 169,315

 1.有形固定資産減価償却
   費

169,315

 2.無形固定資産減価償却
   費

0
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(収益的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 5.資産減耗費 4,001

 1.固定資産除去費 4,000

 2.棚卸資産減耗費 1

 2.営業外費用 41,767

 1.支払利息及び企業
   債取扱諸費

35,395

 1.企業債利息 35,152

 2.一時借入金利息 243

 2.雑支出 6,372

 1.消費税納入額 6,372

 3.特別損失 1

 1.過年度収益修正損 1

 1.過年度収益修正損 1
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(資本的収入) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.資本的収入 84,838

 1.企業債 75,800

 1.企業債 75,800

 1.企業債 75,800 配水施設改良事業

 2.工事負担金 9,037

 1.工事負担金 9,037

 1.配水管移設工事負担金 9,037 第３椴川橋架替に伴う導水管移設工事

 2.補助金 0

 1.国庫補助金 0

 1.生活基盤耐震化補助 0

 4.固定資産売却代金 1

 1.固定資産売却代金 1

 1.固定資産売却代金 1
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(資本的支出) (単位　千円)

款 項 目 予定額 節 金額 説明

 1.資本的支出 389,212

 1.建設改良費 95,601

 1.配水設備拡張費 85,008

 1.配水設備拡張費 85,008 老朽管更新工事、給水管切替工事・導水管移設
設計・工事、水道施設計装設備更新工事

 2.営業設備費 10,593

 1.営業設備費 10,593 量水器

 2.企業債償還金 293,611

 1.企業債償還金 293,611

 1.企業債償還金 293,611
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      当期純損益 134,197

      減価償却費 169,315

      固定資産除却費 4,001

　　　賞与引当金の増減額（△は減少） 55

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,453

　　　長期前受金戻入額 △27,577

      受取利息及び配当金 △1

      支払利息等 35,395

　　　未収金の増減額（△は増加） 3,700

　　　未払金の増減額（△は減少） 969

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） 1

　　　小計 316,602

　　　利息及び配当金の受取額 1

　　　利息の支払額 △35,395

      業務活動によるキャッシュフロー 281,208

      有形固定資産の取得による支出 △86,910

　　　一般会計の負担金による収入 9,037

      投資活動によるキャッシュフロー △77,873

　　　一時借入金による収入 100,000

　　　一時借入金の返済による支出 △100,000

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 75,800

　　　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △293,611

      財務活動によるキャッシュフロー △217,811

　 資金増加額 △14,476

   資金期首残高 34,884

   資金期末残高 20,408

3     財務活動によるキャッシュフロー

令和５年度 水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
令和5年4月1日から令和6年3月31日まで

  (単位:千円) 

1    業務活動によるキャッシュフロー

2    投資活動によるキャッシュフロー
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千円 千円 千円 千円

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 土地 104,165

    ロ 建物 1,205,016

      建物減価償却累計額 △454,741 750,275

    ハ 構築物 5,732,758

      構築物減価償却累計額 △2,828,402 2,904,356

    二 機械及び装置 2,067,421

      機械及び装置減価償却累計額 △1,739,424 327,997

    ホ 備品及び工具 64,362

      備品及び工具減価償却累計額 △60,056 4,306

      有形固定資産合計 4,091,099

  (2) 無形固定資産

    イ 水利権 0
      無形固定資産合計 0

    固定資産合計 4,091,099

2.  流動資産

  (1) 現金預金 34,884

  (2) 未収金

    イ 営業未収金 14,700

    ロ 消費税未収金 0

      未収金合計 14,700

  (3) 貯蔵品 2,450
    流動資産合計 52,034

  資産合計 4,143,133

令和４年度 水道事業予定貸借対照表
令和5年3月31日

資    産    の    部
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千円 千円 千円 千円

3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 企業債 1,941,881
      企業債合計 1,941,881

    固定負債合計 1,941,881

4.  流動負債

  (1) 借入金

    イ 企業債 293,611

      合計 293,611

  (2) 未払金

    イ 営業未払金 1,275

    ロ 消費税未払金 2,135

      未払金合計 3,410

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金 1,084

    ロ 貸倒引当金 3,453

      引当金合計 4,537

  (4) 預り金

    イ 下水道預り金 1,150

    ロ 契約保証金 3,000

      預り金合計 4,150

    流動負債合計 305,708

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金 1,099,723

  (2) 長期前受金収益化累計額 △293,957
    繰延収益合計 805,766

  負債合計 3,053,355

負    債    の    部
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千円 千円 千円 千円

6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金 25,204

    ロ 組入資本金 589,533
      自己資本金合計 614,737

    資本金合計 614,737

7.  剰余金

  (1) 資本剰余金

    イ 受贈財産評価額 6,213

    ロ 工事負担金 2,191

    ハ 補助金 2,448

      資本剰余金合計 10,852

  (2) 利益剰余金

    イ 当年度未処分利益剰余金 464,189
      利益剰余金合計 464,189

    剰余金合計 475,041

  資本合計 1,089,778

  負債資本合計 4,143,133

資    本    の    部
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千円 千円 千円

1. 営業収益

  (1) 給水収益 253,726
 (2) その他営業収益 152 253,878

2. 営業費用

  (1) 原水及び浄水費 61,790

  (2) 配水及び給水費 25,772

  (3) 総係費 16,486

  (4) 減価償却費 167,932
 (5) 資産減耗費 1,426 273,406

    営業利益 △19,528

3. 営業外収益

  (1) 受取利息及び配当金 1

  (2) 他会計補助金 161,079

  (3) 加入金 629

  (4) 長期前受金戻入 27,799
 (5) 雑収益 21,258 210,766

4. 営業外費用
 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 41,199 41,199 169,567

    経常利益 150,039

5. 特別利益
 (1) 特別利益 1,987 1,987 1,987

6. 特別損失

  (1) 過年度収益修正損 20
 (2) その他特別損失 0 20 20

    当年度純利益 152,006

    前年度繰越利益剰余金 312,183
   その他未処分利益剰余金変動額 0

   当年度未処分利益剰余金 464,189

令和４年度 水道事業予定損益計算書
令和5年3月31日
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千円 千円 千円 千円

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 土地 104,165

    ロ 建物 1,205,016

      建物減価償却累計額 △472,563 732,453

    ハ 構築物 5,775,808

      構築物減価償却累計額 △2,932,749 2,843,059

    二 機械及び装置 2,107,281

      機械及び装置減価償却累計額 △1,786,243 321,038

    ホ 備品及び工具 64,362

      備品及び工具減価償却累計額 △60,383 3,979

      有形固定資産合計 4,004,694

  (2) 無形固定資産

    イ 水利権 0
      無形固定資産合計 0

    固定資産合計 4,004,694

2.  流動資産

  (1) 現金預金 20,408

  (2) 未収金

    イ 営業未収金 11,000

    ロ 消費税未収金 0

      未収金合計 11,000

  (3) 貯蔵品 2,449
    流動資産合計 33,857

  資産合計 4,038,551

　

令和５年度 水道事業予定貸借対照表
令和6年3月31日

資    産    の    部
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千円 千円 千円 千円

3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 企業債 1,739,894
      企業債合計 1,739,894

    固定負債合計 1,739,894

4.  流動負債

  (1) 一時借入金

    イ 企業債 277,788

      合計 277,788

  (2) 未払金

    イ 営業未払金 3,424

    ロ 消費税未払金 955

      未払金合計 4,379

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金 1,139

      引当金合計 1,139

  (4) 預り金

    イ 下水道預り金 1,150

    ロ 契約保証金 3,000
      預り金合計 4,150

    流動負債合計 287,456

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金 1,108,760

  (2) 長期前受金収益化累計額 △321,534
    繰延収益合計 787,226

  負債合計 2,814,576

負    債    の    部
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千円 千円 千円 千円

6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金 25,204

    ロ 組入資本金 589,533
      自己資本金合計 614,737

    資本金合計 614,737

7.  剰余金

  (1) 資本剰余金

    イ 受贈財産評価額 6,213

    ロ 工事負担金 2,191

    ハ 補助金 2,448

      資本剰余金合計 10,852

  (2) 利益剰余金

    イ 当年度未処分利益剰余金 598,386
      利益剰余金合計 598,386

    剰余金合計 609,238

  資本合計 1,223,975

  負債資本合計 4,038,551

資    本    の    部
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　注　記

Ⅰ　重要な会計方針

　　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　建物　　　　　　　１５年～６５年

　　　　構築物　　　　　　１０年～６０年

　　　　機械及び装置　　　　５年～１５年

　　　　車両運搬具　　　　　４年～　６年

　　　　工具器具及び備品　　３年～２０年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　　　・減価償却の方法　　定額法

　　　・主な耐用年数

　　　　水利権　　　　　　　　　　２０年

　　(3) リース資産

　　　・該当なし
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　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当に係る負担金は、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、江差町一般会計がその全部を

　　　負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込み額に

　　　基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連

　１　引当金の取崩し

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当に係る負担金は、「退職手当に係る負担金の取扱いに関する覚書」に基づき、江差町一般会計がその全部を

　　　負担することとなっているため、退職給付引当金は計上しない。

　　(2) 賞与引当金

　　　　令和５年度において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費として３，４１０千円を支出する

　　　ため、賞与引当金１,０８４千円を取り崩す。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　令和５年度において、不納欠損額として３,４５３千円を取り崩す。

Ⅲ　その他の注記

　(1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得または改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

　　ついては、平成２６年３月３１日以前に取得または改良した資産で、取得または改良した資産と補助金等との対応関係を個別的

　　に把握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得または改良したことが明らかな資産は除く。）を対

　　象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。
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１　総括

ア　会計年度任用職員以外の職員

前　年　度 258 75 0 0

比　　較 0 0 0 0

（千円） （千円）

本　年　度 258 75 0 0

91 18 0

区　　分
住宅手当 通勤手当 児童手当 管理職特勤

（千円） （千円）

本　年　度 360

比　　較 0 0 122

時間外手当 管理職手当

0

前　年　度 360 178 1,318 1,110 1,616 0

（千円） （千円）

178 1,440 1,201 1,634

手当の内訳

区　　分
扶養手当 寒冷地手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

給　与　費　明　細　書

区　　　分
職員数（人） 給　　与　　費（千円） 法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計 （千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 6,663 0 5,146 11,809 3,399 15,208

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 2 6,663 0 5,146 11,809 3,399 15,208

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 2 6,481 0 4,915 11,396 3,358 14,754

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 2 6,481 0 4,915 11,396 3,358 14,754

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 231 413 41 454

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 0 182

0

0

182

231 413 41 454
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イ　会計年度任用職員

区　　　分
職員数（人） 給　　与　　費（千円） 法定福利費 合　計

特別職 一般職 報　酬 給　料 賃　金 手　当 計 （千円） （千円）

本
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 1,907 0 311 2,218 774 2,992

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 1 1,907 0 311 2,218 774 2,992

前
年
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 1 1,859 0 287 2,146 787 2,933

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計 1 1,859 0 787 2,933

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 48

資 本 勘 定 支 弁 職 員

287

72

0 24 72

2,146

▲ 13 59

寒冷地手当 管理職手当

合 計 0 48 24

0

（千円）

0 215

0

勤勉手当

（千円）

194 0 93

（千円）

▲ 13 59

期末手当

0 96

時間外手当

3

（千円） （千円） （千円）

0

本　年　度 0

前　年　度 0 0

児童手当

比　　較 0 0 21 0

（千円）

0

前　年　度 0 0 0 0

区　　分
住宅手当 通勤手当

扶養手当

管理職特勤

本　年　度 0 0 0 0

（千円） （千円） （千円）

比　　較 0 0 0 0

手当の内訳

区　　分
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２　給料及び手当の増減額の明細

３　給料及び手当の状況

　(1) 職員１人当たり給料

　(2) 初任給

短　　大　　卒 167,100 167,100 1-15

大　　学　　卒 185,200 185,200 1-25

区　　分 企業職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円） 備　　　考

高　　校　　卒 154,600 154,600 1-5

令和４年１月１日現在

平均給料月額（円） 229,167

平均給与月額（円） 256,867

平　均　年　齢 34

区　　　　　　　分 企　業　職

令和５年１月１日現在

平均給料月額（円） 237,133

平均給与月額（円） 264,833

平　均　年　齢 35

手　　当 255 昇給 200

昇給

0その他の増減分

146

区　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説　明 備　　　　　考

給　　料 230 給与改定 84

その他の増減分 55 期末・勤勉手当
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　(3) 級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

　(4) 昇給

前
年
度

職 員 数

４号級 （人） 2 2

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

（Ａ） （人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 2 2

2

４号級 （人） 2 2

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

本
年
度

職 員 数 （Ａ） （人） 2 2

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 2

事務補主事

区　　分 ６級

区　　　　　分 合　計 企業職

企　業　職 課長 主幹 係長 係長・主任

５級 ４級 ３級 ２級 １級

1 1 50 計 2 100.0

3
令和４年１月１日現在

4 1 50

2

1 1 50 計 2 100.0

3
令和５年１月１日現在

4 1 50

2

区　　分
企　　　　　業　　　　　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

号　給　数　別　内　訳

号　給　数　別　内　訳
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　(5) 期末手当・勤勉手当

　(6) 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　(7) その他の手当

通　勤　手　当 同

47.709

区　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同

一般会計の制度(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709

住　居　手　当 同

24.586875 定年 定年 47.709 定年

加算措置等
区　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の
備　　考

（月分） （月分）

一般会計の制度 2.200 2.200 4.400

47.709

支　給　率　等 定年 33.27075

有

（月分）

前　年　度 2.150 2.150 4.300 有

（月分）

備　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

本　年　度 2.200 2.200 4.400 有

区　　分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の
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31,196

自家用電気工作物保安
管理委託業務

水道施設の水処理等維
持管理部分委託業務

31,196 令和4年度 - 令和5年度 31,196

金額 期間 金額 企業債 一般財源

債務負担行為に関する調書
（単位：千円）

事　　　項 限度額
前年度までの支払義務 当年度以降の支払義務

左の財源内訳
発生（見込）額 発生予定額
期間

428428 令和4年度 - 令和5年度 428
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